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資料資料資料資料２２２２－－－－１１１１
次期中期目標次期中期目標次期中期目標次期中期目標のののの策定策定策定策定((((案案案案))))

１１１１ 趣 旨趣 旨趣 旨趣 旨

今年度は、公立大学法人熊本県立大学の中期目標期間（平成18～23年度）の最終年度

に当たり、地方独立行政法人法第25条及び第78条に基づき、設立団体の長である熊本県

知事が次期の中期目標（6年間）を定める必要がある。

中期目標を定める際には、同法第25条3項に基づきあらかじめ評価委員会の意見を聴

く必要があることから、今後検討を進める次期中期目標の策定の考え方について、事前

に評価委員会の意見を伺うもの。

２２２２ 現中期目標現中期目標現中期目標現中期目標のののの評価評価評価評価

○ 平成18～21年度までの評価委員会の年度業務実績評価や平成22年度の認証評価機関

の評価を見ると、県立大学の個別の取組の中には改善が必要な部分が一部見受けられ

るものの、全体としては現中期目標及び中期計画に沿って取り組んだ結果、大学の地

域貢献度で上位にランキングし、財務状況においても良好である等、順調な成果を上

げている。

このことから、現中期目標及び中期計画の内容について大きな問題点はないと考え

ている。

○ 現中期目標は、公立大学法人化後初めての目標であり、円滑な法人制度への移行に

軸足が置かれたものであったことから、項目数が多かったため、重点的に取り組む項

目が分かりづらくなっている。

３３３３ 次期中期目標次期中期目標次期中期目標次期中期目標のののの策定策定策定策定のののの考考考考ええええ方方方方

○ 上記評価を踏まえ、次期中期目標については、新たにゼロベースからつくりあげる

のではなく、現中期目標を基本として、新たな取組の必要性や残された課題への対応

等を検討し、項目の追加、修正及び削除を行うこととする。

○ 中期目標の軸足を安定した大学運営から大学運営の質の向上に移し、重点的に取り

組むべき項目について目標を示すこととする。

４４４４ 次期中期目標次期中期目標次期中期目標次期中期目標のののの検討検討検討検討のののの進進進進めめめめ方方方方

（１）検討項目

次の３点から検討を行う。

① これまでの業務実績評価と平成23年度年度計画の検証

・年度評価（H18～H21）、認証評価機関の評価等、これまでになされた法人の業

務運営に対する評価によりこれまでの成果を検証し、改善が必要とされている

点を把握する。（別添資料２－２「現中期目標及び中期計画に係る評価結果等

（概要版）」及び資料２－３「同（詳細版）」参照）

・法人が自己評価の結果に基づき策定した平成２３年度年度計画により、中期計

画の進捗状況を把握するとともに、積み残しの部分を検証する。
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② 意見要望の反映

公立大学法人熊本県立大学のいわゆる顧客である、県民、企業、庁内各課等の

意見を、パブリックコメント及びアンケート調査等により徴取する。

③ 社会情勢の把握

中央教育審議会から提言されている項目等により大学教育を取り巻く社会情勢

の変化を把握する。

（例－１）

「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（中央教育審議会平成

23年1月31日答申）」

・教育課程の内外を通じて社会的・職業的自立に向けた指導等に取り組むための体制

整備

・養成する人材像及び能力を明確化した職業教育の充実、実践的な教育の展開

・生涯学習ニーズ等への対応

（例－２）

「グローバル化社会の大学院教育（中央教育審議会平成23年1月31日答申）」

・課程制大学院制度の趣旨に沿った体系的な教育の確立

・学生の質を保証する組織的な教育・研究指導体制の確立

・教育情報の公表の推進

・産業界等との連携の強化と多様なキャリアパスの確立

（２）スケジュール （別添資料１－２県立大学中期目標の策定等に関するスケジュー

ル参照）

【【【【参 考参 考参 考参 考１１１１】】】】

先行他大学の事例

区 分 中期目標 項目数 中期計画 項目数

（ ）内は法人化年度 第１期 第２期 増減 第１期 第２期 増減

熊本県立大学 (H18) ５０ 未定 ― １７９ 未定 ―

国際教養大学 (H16) ３２ ３０ △２ ８２ １０９ ＋２７

岩手県立大学 (H17) ３１ ３７ ＋６ ２６０ ６１ △１９９

横浜市立大学 (H17) ５６ ３５ △２１ ２４３ ６２ △１８１

北九州市立大学(H17) ４６ １６ △３０ １７９ ６８ △１１１

※熊本大学 (H16) ６６ ３７ △２９ ２１６ ９２ △１２４

（※＝国立大学法人）
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【【【【参 考参 考参 考参 考２２２２】】】】

地方独立行政法人法地方独立行政法人法地方独立行政法人法地方独立行政法人法

（（（（中期目標中期目標中期目標中期目標））））

第２５条 設立団体の長は、３年以上５年以下の期間において地方独立行政法人が達成すべき業

務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定め、これを当該地方独立行政法人に指

示するとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。

２ 中期目標においては、次に掲げる事項について定めるものとする。

（1）中期目標の期間（前項の期間の範囲内で設立団体の長が定める期間をいう。以下同じ。）

（2）住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

（3）業務運営の改善及び効率化に関する事項

（4）財務内容の改善に関する事項

（5）その他業務運営に関する重要事項

３ 設立団体の長は、中期目標を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、評価

委員会の意見を聴くとともに、議会の議決を経なければならない。

（（（（中期目標等中期目標等中期目標等中期目標等のののの特例特例特例特例））））

第７８条 公立大学法人に関する第２５条第１項及び第２項の規定の適用については、同条第１

項中「３年以上５年以下の期間」とあり、及び同条第２項第１号中「前項の期間の範囲内」と

あるのは、「６年間」とする。

２ 公立大学法人に係る中期目標においては、前項の規定により読み替えられた第２５条第２

項各号に掲げる事項のほか、教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及

び評価並びに当該状況に係る情報の提供に関する事項について定めるものとする。

３ 設立団体の長は、公立大学法人に係る中期目標を定め、又はこれを変更しようとするとき

は、あらかじめ、当該公立大学法人の意見を聴き、当該意見に配慮しなければならない。

４ 公立大学法人に関する第２６条第４項の規定の適用については、同項中「事項」とあるの

は、「事項及び第７８条第２項に定める事項」とする。


